
施策目標（テーマ）

【担当課（関係課）】
生涯学習政策局 生涯学習推
進課
（同局男女共同参画学習課、社
会教育課）

【活動指標（アウトプット）】
②　全国生涯学習ネットワークフォーラムの参加者における多様な関係者（教育関係者以外、教員を主な対象とした
ICT分科会を除く）の参加割合〔％〕
（２４年度実績：５９/毎年度・５０以上）

【成果指標（アウトカム）】
①　全国生涯学習ネットワークフォーラムに参加して、地域や社会的な課題を解決するための活動に参加したいと“強
く思った”“ある程度思った”の合計割合〔％〕
（２４年度実績：８８/目標：毎年度・９０以上）

６．男女共同参画に関する学習機会の充
実による男女共同参画社会の実現。

【成果指標（アウトカム）】
①　進路や職業を選択する際に、性別を意識した人の割合
（２４年度実績２７．６％／目標：２７年度・２４年度実績より低下）

５　大学等及び社会教育施設において、
消費者の権利と責任について理解し、主
体的に判断し責任を持って行動する消費
者の育成に資する消費者教育の学習機
会が充実する。

【成果指標（アウトカム）】
①　私立専修学校における社会人受入数(人)
（２４年度実績：120,572/目標：２５年度・ 124,188）
②　私立専修学校におけ社会人受入学校数(校)
（２４年度実績：1,614 /目標：２５年度・  1,662）

主な成果指標（アウトカム）／活動指標（アウトプット）

【成果指標（アウトカム）】
①入学者数（学部、大学院生含む）(人)
（２４年度実績： 56,463/目標：２５年度 57,818）
②　学生による授業評価の割合〔％〕
※科目内容の理解度について、肯定的評価を行った学生の割合を示す。
理解度
（２４年度実績：学部 ７６、大学院 ８０/目標：毎年度・学部８０、大学院８５以上）
③　学生による授業評価の割合〔％〕
※科目内容の満足度について、肯定的評価を行った学生の割合を示す。
満足度
（２４年度実績：学部 ７９、大学院 ８２/目標：毎年度・学部８３、大学院８９以上）

【活動指標（アウトプット）】
④公開講演会開催数（回）
（２４年度実績： 443、目標：２５年度・ 444）
⑤放送授業科目数（科目）
（２４年度実績： 341、目標：２５年度・ 343）

４　高等学校卒業程度認定試験等により
多様な学習機会へのアクセスが可能とな
る。

【活動指標（アウトプット）】
②　男女共同参画の視点からの多様なキャリア形成支援のための教材等作成
（２４年度：実績なし／目標：２５年度・１点以上）

【施策の概要】
　高度で体系的かつ継続
的な学習機会を提供する
高等教育機関等におい
て、学習者の多様なニー
ズに対応し、生涯を通じ
た幅広い学習機会を提
供する。

３　生涯を通じた能力・技術向上の教育
機関として専修学校教育の質の向上が
図られ、社会人等の多様な学習ニーズに
応えるための学習機会が充実する。

施策目標に関する中長期的な達成目標と指標（平成２５年度に実施する施策）

政策目標１　生涯学習社会の実現

２　生涯を通じた学
習機会の拡大

１　放送大学の活用により、広く社会人等
が質の高い大学教育を受ける機会が充
実する。

達成目標

２　学習の成果を活用して地域・社会にお
ける課題の解決を図る取組の手法が広
まる。

【成果指標（アウトカム）】
①　潜在的出願者数に対する出願者数の割合
（２３年度実績：３２．１％/目標：毎年度・対前年度増）

【成果指標（アウトカム）】
①　大学等において消費者問題に関する啓発・情報提供を行っている割合〔％〕
学生（２２年度実績：９２/目標：２７年度・９０．０以上）
教職員（２２年度実績：２８．１/目標：２７年度・７５．０）
②　大学等において消費生活センター等と連携している割合〔％〕
（２２年度実績：５０．１/目標：２７年度・８０．０）
③　都道府県・政令市教育委員会において社会教育における消費者教育の取組を行っている割合〔％〕
（２２年度実績：５４．５/目標：２７年度・９０．０）
④　都道府県における消費者教育推進計画の策定状況〔％〕
（２３年度実績：なし/目標：２９年度・100）
⑤　都道府県における消費者教育推進地域協議会の設置状況〔％〕
（２３年度実績：なし/目標：２９年度・100）

【活動指標（アウトプット）】
⑥　消費者教育実践者等の情報交換や連携を促進する機会（消費者教育フェスタ、ワークショップ、アドバイザー派遣
等の実施状況（回数、参加者数、満足度）
（２４年度実績：２回、1,420名、９７．１％/目標：毎年度・対前年度増）

【活動指標（アウトプット）】
③　成長分野における全国的な産学官コンソーシアムの形成分野数
（２４年度実績： ９/目標：２５年度・ １９ ）

【活動指標（アウトプット）】
②実施回数
（２３年度実績：２回/目標：毎年度・２回）
③　実施箇所数
（２３年度実績：４７都道府県/目標：毎年度４７都道府県）



達成手段

達成手段
（事業・税制措置・諸会議等）

２３年度
補正後
予算額
（千円）

２４年度
補正後
予算額
（千円）

２５年度
当初予
算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

専修学校教育等の運営
改善に関する調査指導
（廃止）

9,576 6,901 - ００１０
３－①～
③

生涯学習
推進課

専修学校留学生総合支
援プラン（廃止）

98,564 87,682 - ００１１
３－①～
③

生涯学習
推進課

成長分野等における中核
的専門人材養成の戦略
的推進

87,446 478,598
1,102,99

2
００１２

３－①～
③

生涯学習
推進課

生涯学習施策に関する
調査研究

95,644 85,981 77,383 ００１３

生涯を通
じた学習
機会の拡
大

生涯学習
推進課

高等学校卒業程度認定
試験等

249,489 246,515 246,515 ００１４
４－①～
②

生涯学習
推進課

全国生涯学習ネットワー
クフォーラム

57,842 39,476 32,420 ００１５
２－①、
②

生涯学習
推進課

放送大学学園補助
8,815,12

2
8,098,17

8
7,439,83

6
００１６

１－①～
⑤

生涯学習
推進課

女性のライフプランニング
支援総合推進事業

10,108 - - - ６－①
男女共同
参画学習
課

消費者教育推進事業（廃
止）

24,086 21,555 - ００１７
５－①～
③、⑥

男女共同
参画学習
課

公立社会教育施設災害
復旧

41,628,4
48

-
8,088,06

8
００２７

地域の教
育力の向
上

社会教育
課
復興庁

東日本大震災からの復
興を担う専門人材育成支
援事業※

503,241

450,000
（復興特
会（復興

庁））

298,794
（復興特
会（復興

庁））

００２３
３－①～
③

生涯学習
推進課
復興庁

男女共同参画社会の実
現の加速に向けた学習
機会充実事業

- 18,876 14,292 ００２０
６－①～
③

男女共同
参画学習
課

生涯学習を通じた高齢者
の地域づくり参画促進事
業

- 4,444 3,932 ００２１
７－①～
③

社会教育
課

各都道府県専修学校関係団体が主な主体となり、複数の専修学校や自治体、地元経済団体等の参画による実施委員会を
設置し、留学生の生活・就職を支援するための相談窓口の設置、就職活動機会の提供などの取組を総合的に実施する。ま
た、主に専修学校が主体となり、地元企業等との連携により、留学生が日本で就職するために必要となる基本的な能力を
習得させる講座の開催や企業実習の実施など、実用的・実践的な学習機会を提供するとともに、アドバイザーを設置し、留
学生の生活支援を行う。

高齢者の社会参加による生きがいづくりを促進するため、高齢者の生涯学習に関する研究成果や各地域の先導的な取組
事例等を活用した研究協議会を開催する。

有識者等による調査研究委員会を開催し、調査の方向性を検討するとともに、調査の実施は研究テーマに知見のある外部
機関へ調査委託し、生涯学習施策に関する基礎的並びに実践的・具体的な調査研究を進める。また、本調査研究における
成果は、文部科学省において活用するだけでなく、地方自治体における生涯学習施策に係る企画立案を始め、教育機関・
生涯学習関係団体等において事業計画等を策定する際の基礎的・実践的資料として活用するため、全国に向けた普及や
提言等を行う。

環境・エネルギー、食・農林水産、医療・健康、介護・保育等、クリエイティブ（コンテンツ、デザイン・ファッション等）、観光、ＩＴ
などの各成長分野における取組を先導する産学コンソーシアムを組織化し、産業界のニーズを踏まえた人材養成策の策
定、各分野における教育の質保証の仕組みづくり、社会人等が学びやすい学習システムの導入促進に関する取組を展開
する。

全国の関係者が集まり、全国生涯学習ネットワークフォーラムを開催する。本フォーラムでは、テーマ別に研究協議会を開
催し、社会的課題の解決を図る取組について、これまでの取組状況や成果の報告・情報共有に加え、新たな手法の開発や
今後の方向性等について研究協議を行い、その成果を広く全国に情報発信するとともに、関係者等のネットワーク化を図
る。

専修学校教育の課題についての調査を行い、今後の専修学校の振興方策の検討に用いる。そのほか、研究協議等を実施
するとともに、専修学校に関する最新の情報を提供するためのパンフレット等を作成・配布する。

社会教育関係者が主体となって関係各所と連携した消費者教育が実践されるよう試行的な実施・効果検証を踏まえた、社
会教育関係者向けの実践の手引きの作成を行うとともに、推進協議会の実施を通じて成果を全国に普及させる。

女性が、就職・結婚・妊娠・出産といったライフイベントを視野に入れ、長期的な視点で、自らの人生設計（ライフプランニン
グ）を行うとともに、女性が能力を発揮して、主体的に働き方・生き方を選択することを支援するため、女性のライフプランニ
ングに係る学習プログラムの開発や学習機会の提供等を行う。

男女ともに多様な選択が可能となるよう、男女共同参画の視点に立ったキャリア形成支援の推進を図る。また、地域づくり
に参画する女性人材の育成について、優良事例の紹介を含めた提言を行い、全国へ普及する。

震災により大きく変化した被災地の人材ニーズや雇用のミスマッチに対応し、復旧・復興の即戦力となる専門人材の育成及
び地元への定着を図るため、専門学校などの教育機関と地域・産業界との連携による推進体制を整備し、被災地以外の教
育機関等による支援のもと、①中長期的な人材育成コースの開発・実証、②短期専門人材育成コースの開設支援、③専修
学校等の就職支援体制の充実強化を図る。
※平成23年度の事業名は「東日本大震災からの復旧・復興を担う専門人材育成支援事業」。

高等学校卒業程度認定試験は、様々な理由により高校を卒業していない等、大学入学資格を有していない者に対し、高等
学校卒業者と同等以上の学力があるかどうかを認定する試験であり、合格者には大学入学資格が付与される。中学校卒
業程度認定試験は、病気等やむを得ない事由により就学義務を猶予又は免除された者等に対して、中学校卒業と同等以
上の学力があるかどうかを認定する試験であり、合格者には高等学校入学資格が付与される。これらの試験は、高等教育
又は後期中等教育を受ける機会を得るためのセーフティネットとしての役割を担っている。

東日本大震災により被災した、公立社会教育施設（公立社会体育施設、文化施設を含む）の施設・整備等の復旧に要する
工事費等に対し、国がその２／３を補助する（激甚法第１６条に基づく補助）。

放送大学学園に対し、放送大学における学習環境の充実・整備に必要な経費の補助を行い、大学教育の機会に対する国
民の広範な要請にこたえるとともに、大学教育のための放送の普及発達を図る。

達成手段の概要

7　高齢者の地域づくりへの主体的な社会
参画に資する生涯学習の機会が充実す
る。

【活動指標（アウトプット）】
④　研究協議会の開催回数
（２４年度：２回／目標：毎年度２回以上）

【成果指標（アウトカム）】
①　学習活動に参加している高齢者（６０歳以上）の割合〔％〕
（２１年度：１７．／目標：対前回調査増）
②　今後グループ活動へ参加したいと考える高齢者（６０歳以上）の割合〔％〕
（２１年度：５４．１／目標：対前回調査増）
③　研究協議会の参加者の評価（満足度）
（２４年度：８６．１％／目標：毎年度８０％以上）



専修学校教育の質保証・
向上に関する調査研究
（新規）

- - 21,278
新２５ー０
００２

３－①～
③

生涯学習
推進課

専修学校留学生就職ア
シスト事業（新規）

- - 77,284
新２５ー０
００３

３－①～
③

生涯学習
推進課

連携・協働による消費者
教育推進事業（新規）

- - 16,736
新２５ー０
００４

５－①～
⑥

男女共同
参画学習
課

]

達成手段
（事業・税制措置・諸会議等）

２３年度
補正後
予算額
（千円）

２４年度
補正後
予算額
（千円）

２５年度
当初予
算案額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

独立行政法人
国立科学博物館

3,385,04
3

3,034,01
9

2,773,28
0

００１８

生涯を通
じた学習
機会の拡
大

社会教育
課

独立行政法人
国立女性教育会館

561,918 546,755 530,334 ００１９
６－①～
②

男女共同
参画学習
課

（参考）関連する独立行政法人の事業

優秀な外国人留学生を獲得するとともに、卒業後にアジア等に拠点を置く日系企業へ就職させるなど産業界の中核を担う
専修学校の外国人留学生と企業等とをマッチングさせる取組を推進するため、外国人留学生に対しては来日の動機付けと
専修学校入学の支援、日本の中小企業及び専修学校に対しては受入体制の整備に係る支援を行うとともに、専修学校の
留学卒業予定者に対する就職支援等を行い、産業界等との連携の下、専修学校の留学に係る入口から出口までの体系的
な取組を推進する。

地域における消費者教育が連携・協働により一層推進されるよう、消費者教育アドバイザーの派遣や、社会教育の仕組み
や取組を組み合わせた実証的調査研究等を通じ、効果的な連携・協働による消費者教育推進体制を全国に構築する。

　協力者会議における専修学校の学校評価、情報公開、教育改善のための複数校との連携による組織的な研究・研修
（ファカルティ・ディベロップメント）や、企業等との連携による教員の資質向上等に向けた組織体制整備の取組等の調査研
究を行い、専修学校教育の質保証・向上を図るための方策を検討する。また、専修学校の学校評価・情報公開のあり方等
や学校評価等に関する協議会の実施、専修学校の質保証・向上に関する学校評価の実践研究などを実施する。

1.基幹的な女性教育指導者の資質・能力の向上を目的として各種研修会を実施
2.男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する喫緊の課題に係る学習プログラム等の開発・普及
3.男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する調査研究の成果や資料・情報の提供等
4.女性関連施設等男女共同参画・女性教育・家庭教育に関する国内の関係機関・団体等との連絡協力の推進
5.男女共同参画及び女性教育に関する国際貢献、連携協力の推進

・科学系博物館職員などの現職研修を行う「学芸員専門研修アドバンスト・コース」を実施。

達成手段の概要


